
指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大に
伴う業務量増により、時間外勤務が年間３６０時間
を超える職員が４人おり、そのうち１人に業務量が
偏ったため、令和３年度は業務量の平準化に努め
た。しかしながら、新型コロナウイルス感染症に伴
う業務量増が継続したため、結果として年間３６０
時間を超える職員は５名に増える結果となった。令
和４年度も業務量の平準化に努めるものの、保健所
の応援業務と併せ、民生委員の一斉改選、保健医療
推進プランの策定、新規事業の準備等があり、課全
体として業務量が増えることが予想されるため、所
属長は月ごとの職員の時間外勤務の状況、職員の健
康状態の把握に努め、業務の状況を見ながら、必要
に応じて応援体制等を構築し、業務集中を分散させ
ていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度は、課全体として業務量が増えること
が予想されたため、所属長は月ごとの職員の時間外
勤務の状況や業務の状況を常に把握し、必要に応じ
て応援体制等を構築した。その結果、時間外勤務が
年間３６０時間を超える職員について、令和４年度
は令和３年度に対し１名減の４名となった。課の年
間総時間外勤務時間も令和３年度が約３，７１０時
間であったのに対し、令和４年度は約２，９５０時
間となる見込みであり、約７６０時間の時間外勤務
の縮減ができた。令和５年度は新組織で新たな事業
が増えるため、所属長は業務量の平準化に努め、
ワーク・ライフ・バランスを念頭に、月ごとの職員
の時間外勤務の状況、職員の健康状態の把握に努め
ていく。

令和３年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

３　監査実施期間　　　令和　３年１１月２６日

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　健康福祉部　健康福祉課

　職員の時間外勤務が恒常化しており時間外勤務が
年間３６０時間を超える職員が見受けられた。所属
長は、職員の時間外勤務の原因を分析して、職員配
置や業務分担の再確認等を行うこと。加えて、職員
のワーク・ライフ・バランスを充実するため、働き
やすい環境づくりに取り組むとともに、業務の効率
化を図るなどにより時間外勤務の縮減を図り、働き
方改革への取り組みを進めること。
また、厚生労働省の定めている過労死の労災認定基
準を上回る勤務状況が見受けられるため、早急にこ
れを解消すること。
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（４）適正な債権回収の実施におけるリスク 【　措置済　】　　令和　４年　３月３１日

　福祉資金貸付金や災害援護資金貸付金の債権徴
収事務について、納付に向けた交渉記録や調査経
過の資料を整えて適正な債権管理を行うこと。

　福祉資金貸付金については、令和２年度１月よ
り、滞納整理システムにてデータ管理を行ってお
り、納付記録や交渉記録は誰が見てもわかるように
なった。貸付時より相当の年数が経過し、債務者と
連帯保証人の高齢化・死亡等があり回収困難な事案
が多くなっているものの、引き続き適切な債権管理
のもと、債権回収に努めたい。災害援護資金貸付金
については、回収困難な事案がほとんどであり、す
べての債権について洗い出しを行い、債務者・連帯
保証人共に死亡している債権から徴収停止もしくは
不納欠損処理（会計処理）を粛々と行っていく。両
債権とも私債権につき、債権放棄のあり方について
収納推進課等関係各課と検討していく。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年  ４月２５日

　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　①物品・備品管理　②公印管理　③契約事務の３
業務について１件ずつ不適切な事務処理があったた
め、監査後に全ての事務について修正・補正を行っ
た。令和４年度に入り新しい組織のもと、不備が
あった事務処理について課内で周知するとともに、
四日市市会計規則、四日市市公印規則、四日市市原
課契約工事事務取扱要領を用い、注意しなければな
らない点などを所属内で改めて確認した。
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② 民生委員・児童委員の担い手について【住民福
祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　５月３１日

　民生委員・児童委員について、何年も前から担
い手が不足しており、定数に満たない地区もあ
る。令和２年度は新型コロナウイルス感染症に伴
う対応で研修等も中止しており、新しく民生委
員・児童委員についた人は経験を積む機会を得る
ことができない状況となっている。コロナ禍にお
いて民生委員・児童委員の重要性を再認識して、
民生委員・児童委員の定数に満たない地区を補え
るよう取り組むとともに、研修等を充実させるこ
とや、民生委員・児童委員の定数や区割り等の見
直しを模索することで、地域力を高める取り組み
を行うこと。

③ 日本赤十字社に関する事務について【合規性の
視点】

【　措置済　】　　令和　４年　４月　１日

　健康福祉課は日本赤十字社に関する事務を分掌
している。日本赤十字社から市長が市の区域に設
置する地区の地区長として委嘱を受けて就いてい
ることから、日本赤十字社に関する業務に従事す
る職員を雇用しているが、職員の身分について整
理すること。

　日本赤十字社三重県支部より、各地区における日
本赤十字社業務の円滑な実施に期するべく、「地区
分区交付金交付要領」に基づき、交付金が支給され
ている。当該交付金には、事務費交付金と事業費交
付金の２種類があり、そのうち前者の交付金は、三
重県支部長が各地区長に委任して、各地区における
会員募集及び会員管理に関する業務を実施するため
の交付金であり、その対象経費には各地区に配置す
る職員の人件費も含まれている。四日市市地区も１
名の職員を配置しており、当該交付金より賃金及び
雇用保険料を執行している。よって職員の身分は市
職員ではなく、日本赤十字社関係専門職員として整
理し、日本赤十字社に関する業務のみに携わってい
る。

　民生委員・児童委員向けの研修について、令和３
年度は１４地区で２９件を実施、令和４年度は１３
地区２２件の実施予定であり、感染症対策を図りな
がら、研修機会の創出に努めている。また、四日市
市民生委員児童委員協議会連合会においても、民生
委員・児童委員の活動を分かりやすくまとめた「民
生委員児童委員の活動の手引き」を作成し、令和４
年４月に全民生委員・児童委員に配布しており委員
の育成に努めている。
　民生委員・児童委員の担い手不足の解決には、民
生委員・児童委員活動への理解が不可欠であり、毎
年５月に民生委員・児童委員の存在やその活動につ
いて一層の理解促進を図るため、「広報よっかい
ち」に啓発記事を掲載している。令和４年度は一斉
改選年度であり、前年度の３年度には、民生委員・
児童委員の活動について「広報よっかいち」の準特
集に民生委員・児童委員の活動を掲載するととも
に、民生委員・児童委員に関するリーフレットを、
自治会を通じて組回覧を行った。
　また、令和４年度の一斉改選を見据え、令和３年
度には各地区民協における定数変更要望調査を行
い、定数増を希望した地区には地域の状況について
ヒアリングを行った。そして令和４年度に入り、早
い段階で各地区市民センター館長に一斉改選にかか
る事務手続きの説明を行い、センター、自治会長、
民生委員・児童委員とが円滑に連携できるよう随時
協議を行っている。
　自治会長様から７５歳未満という年齢要件が、担
い手の発掘の障害の一つとなっているという意見が
寄せられた件についても、令和４年５月３１日に開
催した第１回四日市市民生委員推薦会の場で、地域
の事情などで７５歳未満の者の選任が困難な場合
は、７５歳以上からも選任できるよう、「四日市市
民生委員・児童委員及び主任児童委員」選任要領を
改定した。主任児童委員の５５歳未満という年齢要
件も同時に改定した。
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④ 日本赤十字社等の預金管理について【合規性の
視点】

【　措置済　】　　令和　４年　４月　１日

　健康福祉課において、日本赤十字社や委員会の
事務局として多くの預金を管理しているので、事
故が起きないよう適切に管理すること。

　日本赤十字社に関する活動経費、災害義援金・救
援金、社会を明るくする運動に関する経費など複数
の通帳を管理している。通帳は、開庁時間は課内の
鍵のかかる保管庫に、閉庁時間は会計管理課の金庫
に保管している。金銭の入出金時には、担当職員、
所属長が内容を確認し事務処理を行っている。ま
た、当該預金の届け出印は所属長の私印であり、担
当職員が自由に金銭を移動できないよう内部牽制を
取っている。

⑤ 社会福祉事業振興基金の活用について【有効性
の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　現在、社会福祉事業振興基金の有効な活用方法と
して、福祉避難所として締結している民間福祉施設
等の防災・減災対策に資するべく「福祉避難所機能
強化事業（仮称）」を行えないか検討している。そ
の前段階として、市内６８ヶ所の福祉避難所に対し
て令和４年３月１４日から３月３１日まで、ニーズ
の把握も兼ねてアンケートを実施した。アンケート
の内容は、有事の際に各施設が福祉避難所として開
設、避難者の受入れが迅速かつ的確に行うために必
要な備品や施設の改修等について把握するもので、
具体的には電力の確保策としての自家発電設備・蓄
電池の整備、電気自動車の購入、飲料水確保策とし
ての受水槽の設置、耐震性貯水槽の整備等につい
て、各施設が関心があるかどうか聞き取る内容のア
ンケートとした。有事の際に活躍するだけでなく、
日常的にも有効活用が可能な施設整備であり、回答
いただいた施設のうち６割が関心があるとの回答で
あったため、今後は事業化に向け財政当局と協議す
るとともに、庁内、議会等に諮っていく予定であ
る。また、基金のその他の活用方法についても、引
き続き検討していく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　福祉避難所として締結している民間福祉施設等の
防災・減災対策に資するべく「福祉避難所機能強化
事業（仮称）」の令和６年度の事業化に向け、令和
５年度は事業の実施の可否について庁内で諮る。

　社会福祉事業振興基金は、民間の社会福祉事業及
び障害児福祉事業の振興を図ることを目的とした基
金である。基金の活用については様々な検討をして
いるが、災害時に福祉避難所となる施設の整備に活
用するのであれば、災害時だけでなく日常的にも有
効活用できる視点を持って検討を進めること。
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⑥　在宅医療の推進について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　ケアマネジャー向けに、医療・看護の知識向上に
係る動画を作成し配信を行うなど、コロナ禍におい
ても在宅医療を支える体制整備や環境整備を図るた
めの取り組みを実施した。
　また、病院看護師を訪問看護ステーションに派遣
し、在宅医療の視点を学ぶための研修を実施する
等、引き続き在宅医療を支える関係職種の体制整備
や環境づくりを行うとともに、令和３年度末におい
て退院時のカンファレンス開催促進を目的にマニュ
アルを改訂し、今後医療従事者・介護従事者に周知
することで、在宅医療・介護連携の充実をさらに
図っていく。
　さらに、市民企画の在宅医療に関する講演会等に
対して補助を行う等、市民への在宅医療の啓発にも
努めていく。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　ケアマネジャー向け研修について、動画配信方式
のほか、医師・薬剤師とケアマネジャーの意見交換
会の開催を企画するなど、医療と介護の連携強化に
向けた取り組みを実施した。
　また、医師、薬剤師、看護師、介護関係者など、
多職種が円滑に連絡・相談ができるよう、医療・介
護資源をまとめた冊子を作成するとともに、退院時
カンファレンスマニュアルの周知徹底を図るなど、
在宅医療を支える体制整備・環境づくりに努めた。

⑦ 訪問看護ステーションへの継続したサポート体
制について【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　四日市市在宅医療・介護連携支援センター（つな
ぐ）において、訪問看護ステーションへの各種相談
を行うなど、引き続き支援体制の充実に努めてい
く。
　潜在看護師や訪問看護に興味のある現役看護師に
対し、訪問看護のやりがい、役割等を伝える基礎講
座を実施し、訪問看護ステーションへの就労につい
てのきっかけづくりを行うとともに、すでに訪問看
護ステーションに就労している訪問看護師に対して
は、さらなる知識向上や専門的なスキルアップ支援
を実施していく。
　さらに、経験年数や就労先に合わせた研修コース
を用意するとともに、コースのカリキュラムの選定
にあたっては、前年度受講者へのアンケートや市内
介護事業所の管理者などから聞き取りを行い、より
効果的な研修内容となるよう努めていく。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度において、訪問看護師等のスキルアッ
プ支援として、経験年数や就労先に合わせた研修
（対面・リモートを併用）や講演会を実施し、延べ
２０９名の参加があった。研修の実施に際しては、
市内の訪問看護ステーションに対し新規看護職員の
育成に関するニーズ調査を行うとともに、研修受講
者にも継続してアンケートを行い、これらの回答結
果をもとに、研修プログラムをよりニーズに沿った
内容に見直すなど、訪問看護ステーションへのサ
ポート体制の充実を図った。

　１０年前と比べると様々な機会で在宅医療という
言葉を聞くケースが増えており、関係機関や四日市
市の取り組みの成果であると認識している。令和２
年度は新型コロナウイルス感染症対応に伴う影響で
研修等の実施が難しい状況であったことは推察でき
るが、引き続き在宅医療を支える体制の整備や環境
づくりを行うことで在宅医療の推進を図ること。

　市内には訪問看護ステーションが多数あり、健康
福祉課において看護師等に対する研修等や相談業務
を実施することで、経営の安定化につながる取り組
みを行っている。訪問看護ステーションは、子育て
世代の看護師にとって働きやすい環境であるため、
潜在看護師の活躍が期待できるとともに、コロナ禍
における看護師不足に寄与することで地域医療の充
実も期待できる。訪問看護師の充足につながるよ
う、きめ細やかにフォローアップすること。
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⑧ 四日市市社会福祉協議会との連携について【有
効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　社会福祉法人四日市市社会福祉協議会は、地域福
祉のけん引役として必要不可欠な団体であり、今ま
でもその運営・事業に際し、密な連携を図りながら
継続的な支援（補助金交付）を行ったり、専門性の
高い業務を委託してきている。委託事業、自主事業
に関わらず、社会福祉法人四日市市社会福祉協議会
が行う事業は増加傾向にあり、人員を含め、業務内
容に見合った体制の整備が必要であることは認識す
る。このことについては、社会福祉法人四日市市社
会福祉協議会が団体自身で取り組むべきこと、行政
が支えるべきことを明確にし、そのうえで必要な経
費があるならば、財政当局とも相談をしていかなけ
ればならないと考える。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　社会福祉法人四日市市社会福祉協議会と団体の事
業運営状況について協議を重ねながら連携を図り、
その結果、令和５年度予算において必要な経費を計
上した。引き続き団体の事業の状況を注視しなが
ら、体制面、財政面で連携・協力を図っていく。

⑨ シルバー人材センターへの補助事業について
【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　生きがいの充実や社会参加を希望する高齢者の就
業機会の増進を図るとともに、高齢者の能力を生か
した地域社会づくりに寄与するために、公益社団法
人シルバー人材センターの①高年齢者就業機会確保
事業（法人運営事業）、② 雇用開発支援事業（サ
ポート事業）、③子育て支援事業、④ 生活支援事
業、⑤ 生活１１０番事業　に対し補助を行ってい
る。センターの事業展開が円滑かつ効率的に行えて
いるかどうかを連携を密にし情報交換を行ってい
る。具体的には、毎月の事業実績報告書にて事業内
容のチェックを行い、現状の把握に努めている。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　公益社団法人四日市市シルバー人材センターは、
「高齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づ
き、高年齢者の福祉の増進に資するために設立され
た公共性の高い団体であり、また、高齢者の生きが
い対策、社会参加の促進の視点からも支援が必要で
あり、国補助金の動向を見ながら本市も補助執行を
行っており、それを踏まえ令和５年度の予算編成を
行った。引き続き、センターの事業が円滑かつ効率
的に行え、高齢者の就業機会増大と福祉増進、活力
ある地域社会づくりに寄与していく。

　シルバー人材センターの運営及び事業に対して補
助金を支出し、支援を行っている。少子高齢化が進
む中、高齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図る
ために、事業成果の検証も進めながら活力ある地域
社会づくりに努めること。

　健康福祉課を含め健康福祉部では、四日市市社会
福祉協議会への補助金の支出や業務を委託し、地域
福祉の向上を図っている。市から四日市市社会福祉
協議会への委託業務や四日市市社会福祉協議会が行
う事業も増加傾向にあり、業務内容に見合った体制
の整備が望まれる。市は四日市市社会福祉協議会と
十分に連携・協力して、市民への福祉サービスの充
実に努めること。
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リスク発現の可能性があるもの

監査結果 対応状況

（２）職員配置のリスク（人数不足、意思疎通疎
外、不十分な引継ぎ）

【　対応状況　】　　令和　４年　３月３１日

　令和４年度の業務分担について、所属長、補佐、
担当係長で協議した。人員増がないこと、保健所の
応援業務、民生委員の一斉改選、保健医療推進プラ
ンの策定、新規事業の準備等を考慮すると、課全体
として業務量が増えることが予想されるため、それ
を踏まえて業務を割り振ったものの、適宜、係、担
当の枠を超えて応援体制を構築することとした。
　そのうえで所属長はワーク・ライフ・バランスを
念頭に、月ごとの職員の時間外勤務の状況、職員の
健康状態の把握に努めるとともに、必要に応じてヒ
アリングを行うこととした。また、朝礼時を活用
し、ノー残業デーの案内、休暇取得の呼びかけ、課
員の体調の把握を行うこととした。

【　対応状況　】　　令和　５年　３月３１日

　令和５年度は、組織・機構の見直しに伴い、課名
が健康福祉課から福祉総務課に変わるとともに、企
画係が保健企画課に移設され、新たな係として福祉
支援係が発足する。福祉支援係では、令和５年度よ
り新たな事業である「重層的支援体制整備事業」を
行い、係員は包括的な相談支援業務に携わる。また
管理係では民生委員・児童委員、日本赤十字社、社
会を明るくする運動、戦没者特別弔慰金、避難行動
要支援者制度、叙勲関係、健康福祉部の主管課業務
を行っている。令和５年度の人員配置を踏まえ、必
要であれば人員の増員要求を行う。また一部の職員
の業務量が多くならないよう、そして知識やノウハ
ウを継承できる体制がつくれるよう、令和５年度は
ジョブローテーションを行う。

◆業務分担は適切に行われているか。一部の職員に
業務が集中することにより、業務継続への支障はな
いか。

リスク発現の可能性（○予防策あり、△可能性あ
り、×発現）
△　令和２年度の健康福祉課の業務は、一部の職員
の業務量が多くなっている。これは、人事異動によ
る年度当初の業務の集中、新型コロナウイルス感染
症の拡大による応急診療所業務の増大や保健所業務
のフォローが要因である。適宜、業務分担を見直す
ことや必要な人員は人事当局へ要望しており、継続
して取り組むことで知識やノウハウを継承できる体
制づくりが必要である。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　　時間外勤務が年間３６０時間を超える職員が
多く見受けられた。所属長は、職員の時間外勤務
の原因を分析して、職員配置や業務分担の再確認
等を行うこ　と。加えて、職員のワーク・ライ
フ・バランスを充実するため、働きやすい環境づ
くりに取り組むとともに、業務の効率化を図るな
ど時間外勤務適正化に向けた取り組みを行うこと
で時間外勤務の縮減を図り、働き方改革への取り
組みを進めること。
　また、厚生労働省の定めている過労死の労災認
定基準を上回る勤務状況が見受けられるため、早
急にこれを解消すること。

　ケースワーカーの事務マニュアルを現状に即した
内容に更新し、共通業務のより一層の効率化を図っ
た。また、改めて業務分担の見直しを行い、可能な
業務について会計年度任用職員を活用することとし
た。
　また、年休の取得やノー残業デーの徹底について
随時朝礼や毎月の全職員による会議で周知を行うこ
とで、ワークライフバランスの充実に努めた。
　しかしながら、生活困窮者を対象とした給付金な
どの新たな業務の発生に加えて保健所の動員など業
務量が増えている状況である。今後も引き続きケー
スワーカーの適正配置を要求していくとともに、業
務の平準化、効率化を図り、時間外勤務の縮減に努
める。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　ケースワーカーの事務マニュアルを現状に即した
内容に更新し、朝礼や毎月の全職員による会議で対
応事例等の共有を図り共通認識を高めるなど、業務
のより一層の効率化を図った。
　その結果、時間外勤務が年間３６０時間を超える
職員について、令和４年度は令和３年度に対し４名
減の７名となった。今後もケースワーカーの適正配
置を要求していくとともに、業務の平準化、効率化
を図り、更なる時間外勤務の縮減に努めていく。
　また、改めて業務分担の見直しを行い、可能な業
務について会計年度任用職員を活用するため、令和
５年度から面接相談員１名増員、新規に学習支援員
１名の会計年度任用職員を配置予定である。

（５）現金の管理におけるリスク 【　措置済　】　　令和　３年１１月１１日

　保護課では、扱う現金の金額が非常に大きい。
常に慎重に取り扱っているとは思うが、現金の管
理方法等についても絶えず見直しを行い、現金の
管理で事故が生じることのないよう、十分な注意
を払って業務にあたること。

　現金の取扱いや管理については、複数の職員で確
認し、必ず二重チェックを行うよう改めて確認し
た。現金出納簿の確認についても、上位職が行うこ
とを再度確認し、事務の徹底を行った。
　また、保護費を現金支給とする必要のないものが
ないか、全職員による会議において周知徹底を行っ
た。今後も、現金の厳重な管理に努める。

令和３年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　健康福祉部　保護課

３　監査実施期間　　　令和　３年１１月１１日
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　３年１１月３０日

　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　会計事務の手引きや四日市市文書管理規程などを
参考にして、各事務の流れを再確認し、課内回覧や
全職員による会議の場で全職員に周知するようにし
た。また、決裁時における確認の徹底などチェック
体制を見直し、適正な事務管理に努める。

② 生活保護の実施体制の整備について【効率性・
有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　ケースワーカー１人あたりの担当世帯数が、社
会福祉法にもとづく標準数を上回っており、職員
が不足している状況にあるため、職員の適正配置
が実現するよう努めること。また職員数が少ない
現状においても、生活保護業務の適正執行に支障
が生じることのないよう取り組むこと。

　ケースワーカー１人あたりの担当世帯数が、社会
福祉法に定める標準数を上回っている状況である。
そのなかで、ケースワーカーでなくても行うことが
できる事務処理をケースワーカー業務から切り離
し、庶務担当職員及び会計年度任用職員で対応する
よう業務の分担を行った。
　今後も増員を図っていくとともに、ケースワー
カーの業務軽減のための業務の切り離しを進め、会
計年度任用職員等の活用を行っていく。また、より
効率的な業務の実施のため、現在進めている新電算
システムの活用や業務の再構築を図り、必要な人員
が配置されるまでの間の対応も十分に行えるように
していく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　ケースワーカーの増員を要求し、令和５年度から
１名増員となる。今後も増員を図っていくととも
に、ケースワーカーの業務軽減のための業務の切り
離しを進め、会計年度任用職員等の活用を行ってい
く。加えて、より効率的な業務の実施のため、現在
進めている新電算システムの活用や業務の再構築を
図り、必要な人員が配置されるまでの間の対応も十
分に行えるようにしていく。

③ 生活保護費の返還における適正な事務執行につ
いて【効率性・有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　３年１１月３０日

　生活保護費の返還について、公平性の観点から
適正に実施するという前提の上で、保護受給者や
生活保護から自立した人は概ね経済的に厳しい状
況にあることが予測される。実態を把握せずに返
還を求めることは生活の圧迫につながる恐れがあ
るので、状況に応じて慎重に行う必要がある。適
正な生活保護の執行のためにも、生活保護費の返
還について適切に対応すること。

　生活保護受給中の対象者には、電話や訪問により
生活に支障を来さない納付方法について納付相談を
行うとともに、生活保護廃止後の対象者にも文書に
よる催告のほか、必要に応じて電話や訪問による生
活実態を踏まえた納付依頼を実施している。また、
返済能力のある者に集中して納付指導を行うため、
令和３年度は預金調査を強化し、返済能力のある者
の抽出作業を行った。今後も適切な返還につながる
取り組みを行っていく。
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④ 適切な面接相談の実施について【効率性、有効
性の視点】

【　措置済　】　　令和　３年１１月１１日

ア　保護課における面接相談事務は、基本的には
会計年度任用職員２人が担っている。困難案件に
ついては査察指導員等に相談を行う体制になって
いるが、保護課における相談業務は様々な知識が
必要とされる業務であり、経験年数の短い職員も
いることから、課として相談員へのフォローを
しっかり行い、適切な相談対応ができるように努
めること。

　面接相談担当は、生活保護に限らない総合的な相
談窓口として配置しており、社会福祉士や介護支援
専門員などの資格を持っている。保護課での経験年
数は少ないものの、長年、生活支援等の相談業務に
従事してきた者であり、専門的な立場からの助言や
指導も行っている。課として相談員への適切なフォ
ローができるよう、随時及び全職員による会議の場
などでケースワーカーとの情報共有に努める。

【　措置済　】　　令和　３年１１月１１日

イ　保護課に相談に来る市民のなかには不正受給
が疑われる人もいるとは思うが、多くの人は様々
な事情を抱え必要に迫られて相談に来る。本人以
外からの相談への対応を含め、まずは相手の状況
をしっかりと聞き取り、適切な対応を行うよう努
めること。

　生活保護の相談における不適切な対応について
は、全国的にも問題となっており、定期的に実施し
ている支援団体等との会合や三重県による指導監査
等において、これまでご指摘を受けながら改善をお
こなっており、現在は指摘がなされない適切な状況
となっている。

⑤ 子ども学習支援事業について【効率性、有効性
の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　子ども学習支援事業については、令和２年度は
新型コロナウイルス感染症の影響もあり利用実績
も少なく、また欠席が続く利用者がみられるなど
課題もあるが、非常に重要な事業である。教育委
員会等とも連携を取りながら、よい成果が挙げら
れるよう取り組むこと。

　参加者が定員に満たない理由として、学習習慣を
確立する手段としての学習支援事業の有効性への理
解の浸透が進まないことなどが考えられる。そのた
め、保護者への促しが重要となっている。参加でき
ない事情などについて個別分析をより丁寧に行い、
できる限り効果的な働きかけをするよう努める。ま
た、利用対象者を「本事業を利用する中学生が兄姉
にいる小学６年生」から「保護者等により送迎可能
な小学６年生」に拡充した。
　一方、塾、学校、保護課との間では、生徒の利用
状況に加えて、学校での学習状況、その他生活状況
を共有し、利用生徒の学習環境（出席の促しや、習
熟度に応じたカリキュラムの設定等）の最適化に努
める。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　事業の周知や個別の促しを図ってきたが、参加に
結びつかなかった者もあり、参加できない者につい
ては今後改めて個別事情の精査を行い、適切な対応
を取っていく。
　また、塾、学校、保護課との間では、生徒の利用
状況に加えて、学校での学習状況、その他生活状況
を共有し、利用生徒の学習環境（出席の促しや、習
熟度に応じたカリキュラムの設定等）の最適化を円
滑に進めるため、令和５年度より学習支援員を配置
する予定である。
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⑥ 就労支援事業について【効率性、有効性の視
点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　保護課に隣接するハローワークの就職相談コー
ナーについては、就職に至った利用者も多く、か
なり成果を上げている。生活保護受給者に対して
も、このハローワーク事業としっかり連携をと
り、就労に繋げることができるよう取り組むこ
と。

　労働環境が好調のなか、就労していない被保護者
には、就労達成に向けて一朝一夕では克服できない
要因が存在することが多く、長期間の支援が必要と
なっている。このような中、これまで以上に、就労
支援員とケースワーカーとの連携を強化することに
より、ケースワークで蓄積された被保護者の情報の
共有化を図り、就労支援の進捗状況に合わせた適切
な指導指示と、援助を継続して行い、被保護者の働
く意欲の向上に努める。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　就労支援員とケースワーカーとの連携を強化する
ことにより、ケースワークで蓄積された被保護者の
情報の共有化を図り、就労支援の進捗状況に合わせ
た適切な指導指示と、援助を継続して行うことで、
被保護者の働く意欲の向上を図り、求職応募回数の
増加に努めた。

⑦ 医療扶助の適正実施について【効率性、有効性
の視点】

【　措置済　】　　令和　３年１２月２４日

　生活保護において医療扶助の占める割合は非常
に大きい。被保護者健康管理支援事業において配
布している健康づくりに関するお知らせを活用し
て保護受給者に適切な受診を促すなどし、医療扶
助の増加防止に繋がるよう取り組むこと。

　被保護者健康管理支援事業による頻回受診指導や
健診受診勧奨、医療機関受診勧奨を行った。今後
も、個別の健康課題の把握や、配置されている保健
師の助言等を参考に効果的な指導を行い、これらの
事業を活用しながら医療費削減に努める。

⑧ 職員の安全・健康の確保について【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　３年１１月１１日

　保護課の業務においては対応が困難な案件も多
く、職員が危険な状況にあう可能性も考えられ
る。課内でしっかりと情報共有を行い、職員の安
全や心の健康の確保に努めること。

　困難案件には、係長など上位職も含め複数の職員
で対応するなど柔軟な対応に努めている。また、法
令遵守推進員（警察ＯＢ職員）が配置されており、
窓口での来庁者対応や、同行訪問などを行ってい
る。定期的に全体会議等で注意喚起を行い、情報共
有に努めていく。

リスク発現の可能性があるもの

　　　特になし
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指　摘
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

　　　特になし

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

指　摘 措置（具体的内容）・対応状況

内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　３月３１日

　内部事務の基本的な部分で、事務処理誤りが見受
けられた。これは、職員の業務に関する知識不足や
単純なミスに加えて所属内でのチェック・牽制体制
が十分に機能していないことに要因がある。所属長
は定められたルールに基づいた事務執行の意識を職
員に定着させるとともに、所属において発生しやす
いミス等によるリスクを認識させ、日常的に確認す
べき事項を定型化して確認するなど、内部チェック
体制を整備して、内部事務管理の徹底を図ること。

　監査において指摘のあった事務誤りについてはた
だちに補正するとともに、そのルールとリスクを課
内全職員が再確認して再発防止に努めた。課内会議
においてこれまで行っているチェックリストを使用
した確認が形式的なものとならないよう注意を促す
などして、上位職員によるチェック体制の強化を改
めて図った。

令和３年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　健康福祉部　高齢福祉課

３　監査実施期間　　　令和　３年１１月　９日
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意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　令和３年１０月に育児休業中の職員の代替職員と
して正職員１人が当所属に配置された。しかし、新
型コロナウイルス感染症対策に係る対応や認知症施
策等の新規事業の準備などにより業務量が増加した
ため、令和３年度における時間外勤務時間数が３６
０時間を超える職員の数は７人となり、令和２年度
と比べて１人の増となった。
　令和４年４月に認知症地域支援推進員として会計
年度任用職員１人が配置され増員となるも、同年８
月から正職員１人が育児休業を取得したことから、
業務に応じた職員数が確保されず厳しい状況であ
る。ワーク・ライフ・バランスの確保と健康を阻害
するリスクを低減するため、引き続き人事課に対し
人員配置の増員要求を行っていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年４月に認知症地域支援推進員として会計
年度任用職員１人が配置され増員となるも、同年８
月から正職員１人が育児休業を取得したことなどに
より、業務に応じた職員数が確保されず厳しい状況
であった。
　その中で、依然として続く新型コロナウイルス感
染症対策に係る対応や認知症施策等の新規事業の実
施、機能転換に向けた施設改修など、さらに業務量
が増加したことにより、令和４年度における時間外
勤務時間数が３６０時間を超える職員の数は９人と
なり、令和３年度と比べて２人の増となった。
　令和５年度は兼務となっていた保健師が専任とな
る一方で、現任の再任用職員退職後の再任用職員が
配置されない見込みである。ワーク・ライフ・バラ
ンスの確保と健康を阻害するリスクを低減するた
め、引き続き人事課に対し人員配置の増員要求を
行っていく。

（４）老人福祉センターの統合、リニューアルにお
けるリスク

【　措置済　】　　令和　４年　５月１９日

　老人福祉センターの統合について、まだ不安を
持つ利用者、地域住民もいると思われるので、今
後もより一層丁寧な説明を行うこと。

　地域の市民団体・役員（四日市市老人クラブ連合
会理事会、四日市市自治会連合会会長、四日市市自
治会連合会役員会、四日市市民生委員児童委員協議
会連合会理事会等）へ説明を行った上で、各地区市
民センターの広報紙「センターだより」に説明記事
を掲載し周知を図った。また、全地区の民生委員児
童委員協議会会長には文書を送付した。
　問い合わせいただいた利用者に対しては、電話等
で丁寧に個別説明を行ったほか、令和４年５月１９
日に施設において説明会を実施し理解を求めた。

　時間外勤務時間数が多いが、多岐にわたる大量
の業務に対応するのに十分な職員数ではないので
はないか。人事課に対し、人員配置の要求を強く
行うこと。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　有資格者の活動について【有効性の視点】 【　措置済 】　　令和　４年　３月３１日

　理学療法士も数人配属されており、介護予防の
普及啓発促進や出前講座などさまざまな取り組み
を行っている。資格を所有する職員が直接業務に
携わることは、そうでない場合に比較して、相手
方や地域住民の満足感を一層高めることができ
る。引き続き有効な活動ができるよう、サポート
していくこと。

　当課には２名の理学療法士が配置されており、専
門性を活かして、介護予防事業に関する企画・調整
や介護予防ボランティアの育成を進めているほか、
自らが出前講座の講師として地域住民に直接接する
業務にも従事している。今後も、専門性を活かした
有効な活動ができるよう努めていく。

② 在宅介護支援センターの活動状況について【有
効性の視点・公平性の視点・住民福祉の向上の視
点】

【　措置済　】　　令和　４年　３月３１日

ア　在宅介護支援センターの活動状況に差がある
ように感じられる。取り組みの弱い部分等を把握
して目配りを利かせるとともに、地域ブロック間
の意見交換の場などを有効に活用し、全体的なボ
トムアップを図ること。

　市主催の包括・在介合同会議や各地域包括支援セ
ンター主催のブロック会議などでの研修・意見交換
を通して、全体的なボトムアップを図っている。

【　検討中　】　　令和　４年　９月３０日

　書面による事業報告だけでなく、各在宅介護支援
センターへのヒアリングを行うなどして実態を把握
するとともに、評価の仕組みについて検討してい
く。

【　検討中　】　　令和　５年　３月３１日

　類似の機能を持つ地域包括支援センターについて
は、全国一律の評価指標が作成されていることか
ら、これも参考にしながら、市独自の在宅介護支援
センター評価指標を作成し、適正な評価に努めてい
く。一方で、書面では表れにくい活動もあるため、
実態把握のためのヒアリングを定期的に実施するな
ど、こうした活動を評価できる仕組みづくりも検討
していく。

③ 認知症に関する支援事業について【有効性の視
点・住民福祉の向上の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　令和４年８月に定例記者会見で「四日市市認知症
フレンドリー宣言」を行い、認知症に関する市民の
関心を高めたほか、９月には、市民公開講座や認知
症安心ガイドブック改訂版の配布などにより事業の
周知を行った。引き続き、認知症支援の充実に向け
て、あらゆる機会をとらえて啓発を進めていく。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年８月の「四日市市認知症フレンドリー宣
言」以降、認知症に関する啓発に、特に重点的に取
り組んでいる。その一環として、令和４年度中に市
内全地区で「認知症サポーター養成講座」を実施
し、これに併せて、認知症に関する支援事業につい
ての周知を行った。

イ　適切な機関につなぐために何度も足を運ぶな
ど、きめ細やかな取り組みを行っている在宅介護
支援センターもある。このような表面に出てこな
い活動も評価できるような仕組みを検討するこ
と。

ア　認知症高齢者の支援事業としてさまざまな取
り組みを行っているものの、ＧＰＳの貸与やあん
しん保険事業、認知症初期集中支援チーム事業
等、利用者が多いとはいえないものがみられる。
認知症高齢者やその家族が安心して生活できるよ
う、さらに啓発に力を入れること。
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【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　令和４年度には、高齢福祉課に認知症地域支援推
進員（フルタイム会計年度任用職員）を１名増員し
たほか、令和５年度開設予定の介護予防等拠点施設
において、委託先法人に認知症相談業務を委託する
など、認知症に関する支援体制の整備を進める。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度には、高齢福祉課に認知症地域支援推
進員（フルタイム会計年度任用職員）を１名増員し
たほか、令和５年６月に本格稼働する介護予防等拠
点施設で認知症相談業務を実施（医療又は社会福祉
法人に委託）するなど、認知症に関する支援体制の
更なる整備を進める。

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　現在も認知症サポーター及び認知症フレンズの育
成を進め、活動の場の紹介など行っているが、今
後、国から示されている「チームオレンジ」の活用
も含めて、更なる活躍の場づくりについて検討を進
める。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　認知症フレンズ登録者に対するアンケートを実施
するとともに、国から示されている「チームオレン
ジ」のしくみの活用に向けた研究を進め、認知症サ
ポーターや認知症フレンズの更なる活躍の場づくり
に向けた検討を進める。

④ 訪問型、通所型の住民主体サービスについて
【住民福祉の向上の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、育
成の速度が鈍化したが、生活支援コーディネーター
や在宅介護支援センターと連携しながら、担い手の
発掘・育成を進めたことで、令和４年度には、訪問
型１カ所、通所型２カ所のサービスが立ち上がっ
た。引き続き、生活支援コーディネーター等と連携
しながら、ふれあいいきいきサロンからの発展を支
援するなどの新たな工夫も行いながら、住民主体
サービスの育成を進めていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、こ
の数年、育成の速度が鈍化したが、令和４年度に
は、訪問型１カ所、通所型２カ所のサービスが立ち
上がったほか、令和５年度にも複数の団体がサービ
スの開始を計画しているなど、状況が改善しつつあ
る。引き続き、生活支援コーディネーター等と連携
するとともに、ふれあいいきいきサロンからの発展
を支援するなどの新たな工夫も行いながら、住民主
体サービスの育成を進めていく。

ア　２０２５年までに、全地区に設置することを
目標としているが、現段階ではまだその半分ほど
しか整備されていない。サービスを充実させるよ
う、力を入れて取り組むこと。

イ　高齢化社会が今後もさらに進むと思われる中
で、認知症の人の数も増加していくことが予想さ
れる。現在も、認知症サポーターや認知症フレン
ズの養成、認知症カフェの開催等、認知症の人や
その家族を支援する様々な事業が実施されている
が、認知症の人の増加に十分対応できるような体
制の整備を進めること。

ウ　認知症サポーターや認知症フレンズの人数を
増やすことは大切であるが、より効果をあげるた
めに、その活躍の場を充実させること。
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【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　サービスの品質担保のため、引き続き、実施団体
向けの研修を継続するとともに、生活支援コーディ
ネーターの協力の下、必要に応じて、個別支援を行
う。加えて、運営マニュアルを作成し、適切な運営
を支援していく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　サービスの品質担保のため、運営マニュアルを作
成するとともに、サービス内容の充実のため、実施
団体向けの研修を継続し、生活支援コーディネー
ターの協力の下、必要に応じて、個別支援を行って
いく。

⑤ 社会福祉協議会への業務委託について【住民福
祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　３月３１日

　社会福祉協議会へ数多くの業務を委託している
が、実績の確認や現状把握を随時行い、常に目を
配ること。

　書面による実績確認だけでなく、業務ごとに年数
回の意見交換を行いながら、現状を把握している。
特に、生活支援コーディネーターについては、業務
上、頻繁に連携・情報共有を行っており、その中で
活動の実態を把握し、必要な指導を行っている。

⑥　補助金の対象経費について【合規性の視点】 【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　補助金交付要綱において要件や補助対象経費につ
いて定め、その規定に従い、補助金交付手続きを適
正に行っている。それぞれの事業において、蓄積さ
れた様々な事例をもとに現在の規程を確認し、必要
に応じて見直しを行う。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　それぞれの事業において、様々な事例をもとに、
あらためて、現在の規程を確認したが、いずれも補
助金交付要綱において要件や補助対象経費について
明瞭に定め、適正に補助金交付手続きを行ってい
た。

イ　地域の各種団体が実施主体となっているが、
チェックの目が行き届きにくいと考えられる。今
後も事業を進めていく上で、サービスの品質担保
のため、チェックする仕組みを検討すること。

　事業に対する補助金については、市民の理解を
得られるよう、対象とする要件や経費を要綱等で
明瞭なものにし、その規程に基づいて適切に支出
することを強く念頭において手続きを行うこと。
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リスク発現の可能性があるもの

監査結果 対応状況

（３）職員配置におけるリスク 【　対応状況　】　　令和　４年　９月３０日

　誤りのあった事務処理については、課内で共有
し、再発防止に努めた。その際、処理の根拠確認を
徹底することで、チェック機能の向上を図った。
　業務においては、勤続年数の長い職員と勤続年数
の短い職員がともに対応にあたり、実践的な経験に
おいて知識の継承を行うとともに、係内・課内で相
談し、組織的な対応を行うことを意識づけしてい
る。
　また、課内研修については、会計事務、接遇、人
権など実務に関わる内容を含めて行っているところ
であるが、令和４年度は研修内容の希望を聞き取
り、従来の内容に加えて職員が求める分野の知識が
習得できるよう取り組んでいる。

【　対応状況　】　　令和　５年　３月３１日

　誤りのあった事務処理については、課内で共有
し、再発防止に努めた。その際、処理の根拠確認を
徹底することで、チェック機能の向上を図った。
　業務においては、勤続年数の長い職員と勤続年数
の短い職員がともに対応にあたり、実践的な経験に
おいて知識の継承を行うとともに、係内・課内で相
談し、組織的な対応を行うことを意識づけしてい
る。また、人事異動によって業務が滞らないよう、
各業務に主担当、副担当を置いている。
　課内研修については、従来の会計事務、接遇、人
権などの実務に関わる内容に加えて、令和４年度は
職員からの希望内容として、文書管理や介護保険制
度について研修を実施し、職員の質を高めた。

◆当所属の勤続年数について、３年未満の職員が約
７割を占めており、勤続年数の短い職員の割合が大
きくなっている。新規採用職員が配属されることが
多いので、入庁からの年次も浅い職員が多い。人事
異動等に際して引継ぎ等が適切に行われているか。

リスク発現の可能性（○予防策あり、△可能性あ
り、×発現）
×　従来から専門性の高い業務であるが、高齢化の
進行に伴う家族形態や地域社会の変化により複雑
化・多様化するケースに対応するため、より高度な
知識が求められる。業務の中での個別の指導に加
え、課内研修、文書等での周知を行っている。
　しかし、事務処理については、一部に誤りがあ
り、チェック機能の見直しが必要である。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員配置におけるリスク 【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　令和３年度における現年度分の収納未済額（令和
４年度への滞納繰越）は３，３００千円となり、対
前年比で１２％の減少を達成することができた。引
き続き、徴収対策に注力し、収納未済額の減少を目
指す。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和３年度における現年度分の収納未済額（令和
４年度への滞納繰越）は３，３００千円となり、対
前年比で１２％の減少を達成することができた。ま
た、令和４年度は電話催告を強化して架電件数を増
やした。引き続き、徴収対策に注力し、収納未済額
の減少を目指す。

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　ノー残業デーの周知の徹底などを通じ、恒常化す
る時間外勤務を当たり前としない職場風土の醸成に
取り組んだ。令和５年１０月に稼働予定である新シ
ステムを見据え業務フローの見直しを図り、働き方
改革への取り組みを継続していく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　ノー残業デーの周知の徹底、係員同士の声のかけ
あいなどを通じ、恒常化する時間外勤務を当たり前
としない職場風土の醸成に取り組んだ。令和５年１
０月に稼働予定である新システムを見据え業務フ
ローの見直しを図り、働き方改革への取り組みを継
続していく。

　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤
務が年間３６０時間を超える職員が多く見受けら
れた。所属長は、職員の時間外勤務の原因を分析
して、職員配置や業務分担の再確認等を行うこ
と。加えて、職員のワーク・ライフ・バランスを
充実するため、働きやすい環境づくりに取り組む
とともに、業務の効率化を図るなどにより時間外
勤務の縮減を図り、働き方改革への取り組みを進
めること。
　また、厚生労働省の定めている過労死の労災認
定基準を上回る勤務状況が見受けられるため、早
急にこれを解消すること。

令和３年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　健康福祉部　介護保険課

３　監査実施期間　　　令和　３年１１月　９日

滞納保険料の徴収対策について
　介護保険料第１号被保険者分にかかる現年度分
の滞納繰越額は減少しているものの、令和２年度
における現年度分の収納未済額（令和３年度への
滞納繰越）は３，８００万円あり、引き続き、徴
収対策には力を入れていくこと。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　介護ニーズの把握について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　第９次四日市市介護保険事業計画策定にあたり、
令和４年度には介護支援専門員等に向けて、介護現
場でのニーズや施設・事業所の充足感についてアン
ケート調査を実施する。これらアンケート結果を、
令和５年度に策定する第９次介護保険事業計画・第
１０次高齢者福祉計画に反映する予定である。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　第９次四日市市介護保険事業計画策定にあたり、
令和４年度には介護支援専門員等に向けて、介護現
場でのニーズや施設・事業所の充足感についてアン
ケート調査を実施した。このアンケート結果に基づ
き、令和５年度に策定する第９次介護保険事業計
画・第１０次高齢者福祉計画に反映する予定であ
る。

② デイサービス施設の運営について【有効性の視
点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　第９次四日市市介護保険事業計画策定にあたり、
令和４年度には介護支援専門員等に向けて、介護現
場でのニーズや施設・事業所の充足感についてアン
ケート調査を実施する。これらアンケート結果を、
令和５年度に策定する第９次介護保険事業計画・第
１０次高齢者福祉計画に反映する予定である。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　第９次四日市市介護保険事業計画策定にあたり、
令和４年度には介護支援専門員等に向けて、介護現
場でのニーズや施設・事業所の充足感についてアン
ケート調査を実施した。このアンケート結果に基づ
き、令和５年度に策定する第９次介護保険事業計
画・第１０次高齢者福祉計画に反映する予定であ
る。

③　認知症の対策について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　第９次四日市市介護保険事業計画策定にあたり、
令和４年度には介護支援専門員等に向けて、介護現
場でのニーズや施設・事業所の充足感についてアン
ケート調査を実施する。これらアンケート結果を、
令和５年度に策定する第９次介護保険事業計画・第
１０次高齢者福祉計画に反映する予定である。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　第９次四日市市介護保険事業計画策定にあたり、
令和４年度には介護支援専門員等に向けて、介護現
場でのニーズや施設・事業所の充足感についてアン
ケート調査を実施した。このアンケート結果に基づ
き、令和５年度に策定する第９次介護保険事業計
画・第１０次高齢者福祉計画に反映する予定であ
る。

　現在、多様な高齢者向け施設が整備され、空き
がある特別養護老人ホームが存在するような状況
がある。特別養護老人ホームの待機者状況や有料
老人ホーム等の実態調査をしっかり行うことによ
り、現在のニーズを的確に把握し、今後の介護保
険事業計画・高齢者福祉計画に反映していくこ
と。

　最近のコロナ禍で、デイサービスの利用が減少
しており、特にデイサービスのみを運営している
法人において、経営が厳しくなっていることが推
定される。今後も、需要と供給のバランスに留意
しながら、必要なサービス量を介護保険事業計画
に反映していくこと。

　認知症に該当する人が増加しているなか、グ
ループホームの数にも限りがあるため、グループ
ホームに入居できなくてデイサ－ビスを利用して
いる認知症の人もいる。認知症になると、夜の徘
徊など家庭での介護が大変になることが多いの
で、デイサ－ビスからショートステイへの利用転
換の促進や、２４時間体制の多機能な介護施設の
整備など、本市の状況にあった認知症対策を検討
すること。
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④ 要介護認定調査業務委託にかかる業者への指導
について【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　３年１２月２２日

　介護認定の認定更新に当たり、委託先の調査員
が見込みの認定判断を安易に伝えることがないよ
う、委託先への指導を徹底すること。

　委託先との定例会議において、担当係長より委託
先の調査員が見込の認定判断を安易に伝えることが
ないよう指導を行った。

⑤ 四日市市社会福祉協議会への業務委託について
【合規性の視点】

【　措置済　】　　令和　３年１２月２２日

　健康福祉部の業務の中で四日市市社会福祉協議
会に委託している範囲は大きく、介護保険課にお
いては、要介護認定調査にかかる業務を委託して
いる。同団体は、福祉サービス提供事業者でもあ
るので、委託業務の実施にあたっては、公平性が
保たれるよう注意すること。

　業務の実施にあたって同団体の利用者でないこと
を確認し、公平性が保たれるよう指導を行った。
　なお、過去の依頼分に対しても同様に公平性が保
たれていることを確認した。

リスク発現の可能性があるもの

　　　特になし
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　事務分担の見直しやＲＰＡの導入、また会計年度
任用職員の活用を含め係間の応援体制を図り、効率
的な事務運営、職員のワーク・ライフ・バランスの
充実に努めている。加えて、開催時間が時間外とな
る一部の業務について、引き続き時差勤務を行うよ
う取り組んだ。令和３年度の時間外勤務が年間３６
０時間を超える職員の数は前年度と比べて３名減少
し、１０名であった。今後も、職員の業務内容の確
認を行い業務の平準化等を目指していくとともに、
朝礼時に声掛けを行うなど、時間外勤務の縮減、よ
り良い職場環境の整備により一層努めていく。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　事務分担や業務フローの見直し、ＲＰＡの導入、
また会計年度任用職員の活用を含め係間の応援体制
を図り、効率的な事務運営、職員のワーク・ライ
フ・バランスの充実に努めている。年休の取得や
ノー残業デーの徹底について朝礼や会議で周知をし
ている。令和４年度の時間外勤務が年間３６０時間
を超える職員の数は前年度と比べて４名減少し、６
名であった。今後も、職員の業務内容の確認を行い
業務の平準化等を目指していくとともに、朝礼時に
声掛けを行うなど、時間外勤務の縮減、より良い職
場環境の整備により一層努めていく。

　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤務
が年間３６０時間を超える職員が多く見受けられ
た。所属長は、職員の時間外勤務の原因を分析し
て、職員配置や業務分担の再確認等を行うこと。加
えて、職員のワーク・ライフ・バランスを充実する
ため、働きやすい環境づくりに取り組むとともに、
業務の効率化を図るなどにより時間外勤務の縮減を
図り、働き方改革への取り組みを進めること。

令和３年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　健康福祉部　障害福祉課

３　監査実施期間　　　令和　３年１１月１５日

-88-



２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

① 障害者医療費の身体障害者４級への助成につい
て【有効性の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　障害のある人が必要とする医療を受けられる機会
を保障することで重症化することを防ぐことを目的
に医療費助成の受給対象者の拡充を図った。今後に
おいても、制度の持続化を図りながら受給者や助成
件数、障害者手帳所持者数等の動向をしっかりと確
認していくとともに、未受給者への案内送付などで
制度の周知にも努める。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　医療費助成制度の要件を満たす障害者手帳を所持
している未受給者に対して制度案内と申請案内を送
付し、障害のある人が安心して必要な医療を受けら
れるよう制度の周知に努めた。また、第５次障害者
計画策定にあたり実施したアンケートにおいて、当
該制度の潜在対象者を含む障害者手帳所持者に対
し、年間の医療費や医療機関受診頻度等に関する設
問を組み入れた。今後も当該制度を持続して行いな
がら、医療費助成受給者数、助成件数や障害者手帳
の所持者数等の現状把握に努めていく。

② 障害者グループホームの整備について【住民福
祉の向上の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　重度の障害者や医療的ケア等に対応した施設の整
備に向け、「日中サービス支援型グループホーム」
の創設に係る国の社会福祉施設等整備費補助事業の
申請があった社会福祉法人に対し、当市として意見
書を提出し、事業が採択されるに至った。施設の完
成は令和５年３月を予定しており、市としても国・
県と協調して民間社会福祉施設等施設整備費補助金
により建設費補助を行うことを予定している。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　平成30年度に、国において障害者の重度化・高齢
化に対応可能な「日中サービス支援型共同生活援
助」のサービス類型が創設される中、当市において
も今年度新設のものを含め２施設が整備済となって
いる。当初予定していた国・県及び市の補助制度を
活用した事業計画については、当該法人の事業執行
体制の関係から中止となったが、今後も障害者の地
域移行の促進及び地域生活の継続に向け、補助事業
などにより、地域において必要な施設の整備を進め
ていく。

③ 日常生活用具給付事業について【住民福祉の向
上の視点】

【　措置済　】　　　令和　４年　７月　１日

　主に紙おむつやストーマを対象とした日常生活
用具給付事業について、障害者総合支援法の基準
に合わせ、支給条件の見直しを検討している。利
用者にとって分かりやすい制度となり、また業務
の効率化につながることでもあるのでしっかりと
見直しを進めること。

　日常生活用具給付事業について、課税要件等を障
害者総合支援法の基準に合わせて統一することで、
利用者にとってわかりやすく、業務が効率化できる
制度へ変更した。また、日常生活用具給付事業の利
用者に対し、制度変更の内容の文書を送付し、利用
者への周知を行っている。

　平成２７年２月定例月議会において、障害者医療
費助成の身体障害者４級への拡大を求める請願が出
され、採択された。令和２年９月診療分より、通院
分の医療費助成を開始し拡大を図っているが、障害
のある人が必要な医療を受けられる機会の保障と重
症化の防止に向けて、現在の状況をしっかりと把握
すること。

　介護者は障害者の将来を心配し、障害者グループ
ホームの整備を望む声が高い状況である。比較的軽
度の障害者の部屋の数は充足しているものの、重度
の障害者、高度障害、医療的なケアが必要な人を受
け入れる施設は非常に不足している。重度の障害者
や医療的ケア等ができるような施設の整備を進めて
いくこと。
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④ 情報、知識の共有化について【住民福祉の向上
の視点】

【　措置済　】　　　令和　４年　５月２６日　

　当課の業務は複雑な制度のもとに行っているた
め煩雑であるが、制度利用者や給付内容に不公平
が生じないように知識の平準化が望まれる。様々
な機会を通して情報、知識の共有化を行い、職員
のレベルの向上により、市民の利便性を保つよう
な業務の改善を行うこと。

　知識の共有、平準化をはかるため、課内研修を実
施した。案内事項の変更がある場合は都度課内共有
し、マニュアル等を作成することで同様の案内がで
きるよう努めた。

⑤ 地域生活支援事業相談支援事業運営委託につい
て【住民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　　令和　４年　３月　８日

　地域生活支援事業相談支援事業運営委託は、単
独随意契約であることから競争性がないため、事
業者の業務が適切に行われるようにチェックし、
利用者にとって利用しやすいというところに視点
をおくような事業とすること。

　委託する社会福祉法人に対し、毎月月報による業
務報告を求めている。また、毎年事業所抽出による
業務点検を行い、支援の内容、支援の実施方法、業
務内容の報告状況、収支状況、管理体制の各内容に
関するチェック項目に従い、業務が適切に実施され
ているかを確認している。

⑥ 重度障害者タクシー料金助成について【住民福
祉の向上の視点】

【　措置済　】　　　令和　４年　５月２５日

　重度障害者タクシー料金助成の見直しを図り、
利用券を一度に使用できる枚数が増えた人もいる
が、一方見直しにより助成の対象でなくなった人
もいる。今後、対象外になった人などからの声を
聴くなど、今回の見直しについてしっかりと評価
すること。

　今回の重度障害者タクシー料金助成の見直しによ
り利用率が上がった。所得制限については、丁寧に
説明を行い、対象外になった方のご理解をいただい
ている。今後も施策推進協議会や窓口対応を通じ
て、当事者の声を聞くなどニーズの把握に努め、真
に必要なサービスのあり方を模索していく。

⑦ たんぽぽＳＯＧ取替工事について【有効性の視
点】

【　措置済　】　　　令和　４年　４月２５日

　ＳＯＧ（架空線用高圧気中開閉器）取替工事を
行っているが、施設の電気保安業務の点検結果等
を指定管理者と情報共有しながら施設運営に支障
が生じないようにすること。
＊ＳＯＧとは高圧受電設備の責任分界点に設置さ
れるＰＡＳ（気中負荷開閉器）やＵＧＳ（地中線
用負荷開閉器）に付属する保護継電気装置のこと
であり、需要家側の設備における電気事故が発生
した場合に、近隣への波及事故を防ぐ役割をもっ
ている。

　電気保安業務に限らず、施設や設備にかかる日常
点検や定期点検等の保守点検の結果については、日
常の業務連絡、毎月の業務報告書や指定管理施設連
絡調整会議、年度末の事業実績報告書等の中で、情
報の共有を行っている。今後も、指定管理者と情報
共有しながら適切な施設運営を行う。

⑧　事務処理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　　令和　３年１１月１５日

　管理者はチェック機能を働かせて、書類の不備
がないようにマネジメントを行うこと。

　「適正事務の手引き」にある「所属長の確認事項
について」に基づき、複数職員によるチェック体制
の徹底を図り、適正な事務の執行に努めた。
　また、定められたルールに基づいた事務執行のた
め、上位職による確認の徹底に努め、誤りのあった
事例については課内ミーティング等を通じて共有す
ることで職員一人一人の意識向上を図った。

リスク発現の可能性があるもの

　　　特になし
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　措置済　】　　令和　４年　９月３０日

　時間外勤務が年間３６０時間を超える職員が見
受けられた。所属長は、職員の時間外勤務の原因
を分析して、職員配置や業務分担の再確認等を行
うこと。加えて、職員のワーク・ライフ・バラン
スを充実するため、働きやすい環境づくりに取り
組むとともに、業務の効率化を図るなどにより時
間外勤務の縮減を図り、働き方改革への取り組み
を進めること。
　また、厚生労働省の定めている過労死の労災認
定基準を上回る勤務状況が見受けられるため、早
急にこれを解消すること。

　職員配置や業務分担の再確認、がん検診受付入力
システムの導入や入力作業の外部委託等を行うこと
により、時間外勤務の縮減を行い、令和４年度につ
いては年間３６０時間を超える職員は出ない見込み
である。(令和４年４月～７月実績ベースで、時間外
勤務最大の職員が１０１時間であることから、最大
でも時間外勤務が年間３０３時間となる見込みであ
る。 )

（５）健康ボランティアの高齢化によるリスク 【　措置済　】　　令和　４年　４月　１日

　ステキ健康サポーターは、身近な公園で運動教
室を行うなど、重要な地域の健康づくり推進の役
割を担っているが、認知度が低い。担い手不足が
生じないよう、周知に力を入れること。

　令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影
響で養成講座が実施できなかったが、令和４年度は
感染対策に十分配慮しながら養成講座を実施すると
ともに、公園ステキ会の参加者や市の実施する健康
教室の参加者にも積極的に養成講座への参加を働き
かけることとした。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　３年１１月３０日

　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　起案者及び上位職によるダブルチェックの徹底を
意識付けるとともに、「支出事務の要点」や「会計
事務の手引き」を活用し確実なチェックを行うよう
課内会議にて周知し、チェック体制の強化を図っ
た。また、事務処理上不適切な事例については、個
別指導、課内会議での周知を行い、再発の防止に努
めた。

令和３年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　健康福祉部　健康づくり課

３　監査実施期間　　　令和　３年１１月１６日
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② 各種検診の受診率向上について【住民福祉の向
上・効率性の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　４月　１日

　市の施策として特に受診率向上を目指している
乳がん検診について、受診率が徐々に向上してい
るが、国の受診率目標値である５０％には到達し
ておらず、今後も、対象者への啓発・周知方法の
工夫や関係機関との連携などにより、受診率を向
上させるような取り組みを進めること。

　対象者への啓発・周知方法の工夫として、受診券
のＡ４への拡大化やナッジ（（行動経済学上）対象
者に選択の余地を残しながらも、より良い方向に誘
導する手法。）を活用したデザインの見直しを行っ
た案内を発行した。また、特定健診受診券同封のが
ん検診に関わる案内チラシデザインをより分かりや
すい内容にするなど見直しを行った。
　引き続き、医療機関と協力し、感染防止対策を高
め、安心して受診できる体制に努める。

③ 公園の健康遊具等を活用した健康づくりについ
て【有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　４月　１日

　青空教室などにより身近な公園の遊具等を活用
した健康づくりを推進しているが、今後より多く
の市民の参加による事業の広がりとともに健康遊
具の利用促進や整備効果を高めることにもつなが
るよう、関係部局と活用状況等に係る情報交換を
行い、連携を密にして事業の推進に取り組むこ
と。

　公園を活用した健康づくりは公園緑政課と連絡を
とりながら実施している。
　また、市民の健康づくりとまちの魅力づくりをと
もに推進するため、庁内の関係部局との会議や大学
講師の「健康づくりとまちづくり」の講演動画の視
聴を通して、目的意識や情報の共有をはかることで
啓発機会の増加につながっており、今後も連携をは
かりながら事業を実施していく。

④ 食生活改善推進員の活動について【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　４年　４月　１日

　食生活改善推進員は、地区市民センターの調理
室等で調理教室を開催したり、コロナ禍ではレシ
ピの配付などにより、食生活の改善を通じて健康
づくりにつながるよう活動しているが、その実態
がわかりにくい。健康を意識した食生活は重要な
ことであるので、活動が見えるような工夫をして
継続していくこと。

　より多くの市民へ食生活改善を働きかけるため、
調理方法や食生活改善のポイントを伝える市民向け
の動画の作成・配信を試行することとした。
  介護予防活動を行うボランティア団体と協働で事
業を実施し、これまで食生活改善推進員の開催する
教室等に参加したことのない市民に食生活改善の働
きかけを行い、活動を理解してもらえるよう努め
た。

⑤ 企業に対する指導・啓発について【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　４年　４月　１日

　近年、企業において、職員の健康を守ることが
企業にとっても重要であるという「健康経営」の
志向が高まっている。そういった機運に乗じ、企
業に対して出前講座のＰＲを行うなど、健康づく
り課から指導・啓発に努めること。

　企業が健康経営を推進する手段として活用できる
よう毎月メールで健康情報を送信する「みんなの健
康☆応援事業所の登録事業」を実施しており、令和
３年度は前年に比べ登録件数が２１件増加した。
 また、三重県の実施する「三重とこわか健康経営カ
ンパニー（ホワイトみえ）」認定制度のとりつぎを
行うことで、企業における主体的な健康経営の取組
を見える化して更なる取組の促進をはかった。

⑥ 子宮頸がんワクチンのキャッチアップ接種につ
いて【有効性の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　３月３１日

　子宮頸がんワクチンの定期接種は国の勧告によ
り、積極的な勧奨を差し控えられてきていたが、
現在、国がキャッチアップ接種の検討を行ってい
る状況にある。本市においても、キャッチアップ
接種の開始に備え、健康づくり課とこども未来部
担当課との役割分担を決めておくこと。

　子宮頸がんワクチンのキャッチアップ接種につい
ては、こども保健福祉課が担当している。
　問い合わせがあった場合は、ワクチンそのものの
概要等は説明を行うが、制度利用についての詳細な
説明が必要であれば、こども保健福祉課に対応を依
頼する。

リスク発現の可能性があるもの

　　　特になし
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（３）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　令和３年度において年間３６０時間を超える時間
外勤務を行った職員数は１３名で、令和２年度と同
数であった。また、厚生労働省の定めている過労死
の労災認定基準を上回る勤務状況の職員は、令和３
年度は３名であったが、令和２年度より５名減少し
た。所属長は、特定の職員に偏った負荷がかからな
いように、業務の状況や時間外勤務についてのヒア
リング等を行い、実態把握に努める。また、職員配
置や業務分担の見直し、ＡＩ・ＲＰＡを導入した業
務の効率化等を進め、時間外勤務の縮減を図る。Ａ
Ｉ・ＲＰＡ導入実績としては、令和３年度は収納業
務において、所得照会後の入力処理や財務会計の入
力処理の一部にＲＰＡの導入を行った。
　また、ノー残業デー時の早期の退庁や、チャレン
ジ休暇やアニバーサリー休暇の取得を推進し、ワー
ク・ライフ・バランスの充実に取り組む。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度は職員配置の検討や、業務分担の見直
しを行い、時間外勤務の年間３６０時間を超える職
員は５名減少し、８名となり、厚生労働省の定めて
いる過労死の労災認定基準を上回る勤務状況の職員
は０名に解消された。今後も業務の効率化を進め時
間外勤務の削減を図る。
　また、朝礼でノー残業デーの早期の退庁を呼び掛
けたり、週休日の振替を徹底し、職員の健康面や
ワーク・ライフ・バランスに配慮した職場環境づく
りに努める。

令和３年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　健康福祉部　保険年金課

３　監査実施期間　　　令和　３年１１月１６日

①　職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤
務が年間３６０時間を超える職員が多く見受けられ
た。所属長は、職員の時間外勤務の原因を分析し
て、職員配置や業務分担の再確認等を行うこと。加
えて、職員のワーク・ライフ・バランスを充実する
ため、働きやすい環境づくりに取り組むとともに、
業務の効率化を図るなどにより時間外勤務の縮減を
図り、働き方改革への取り組みを進めること。
　また、厚生労働省の定めている過労死の労災認定
基準を上回る勤務状況が見受けられるため、早急に
これを解消すること。
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【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　令和３年度に育児休業職員代替の正職員の人事配
置はあったが、令和４年度は新たな育児休業取得職
員があり、職員体制は厳しい状況にある。所属長
は、業務分担の見直しや業務の効率化等を図るとと
もに、人員要求を行い、時間外勤務の縮減に取り組
み、職員の健康を害することがないよう努める。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度は、業務に応じた再任用職員と正職員
の保健師、保険料収納室は正職員の配置を求めた
が、確保されなかった。また、育児休業取得の影響
もあり、依然として職場体制は厳しい状況が続いて
いる。所属長は職員の健康を害することがないよ
う、時間外勤務の縮減に取り組み、合わせて、引き
続き人員要求を行う。

（５）保険料の滞納のリスク 【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　県内における国民健康保険料のクレジット収納を
導入している自治体へヒアリングを行ったところ、
令和３年度の利用状況としては、全体の１％を下回
る（金額ベース）状況であった（松阪市、亀山
市）。
　新たな収納方法としてのクレジット収納について
は、メリットとして、納付方法の多様化、利便性の
向上などがあるが、次の理由により導入は慎重に検
討したいと考える。
１） 市と利用者の手数料負担について検討を要する
こと
２） 国保料は、法令によって定められた金額を納付
するものであり、病院診療費や水道料金などの公共
料金とは債権の性格が異なること
３） 導入に際しては、既存の債権管理システム改修
（約２，０００～３，０００万円）が必要であり、
先行事例の低い利用状況における費用対効果を検討
する必要があること

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　クレジット収納については、手数料や費用対効果
の検討など、導入に向けては課題が残っており、引
き続き検討課題として対応していく。
　収納率向上の手段として、口座振替の推奨が最も
効果的であると判断しており、ペイジー口座振替受
付端末を導入することにより、現在の申請書提出に
よる申請方法から、キャッシュカードを受付端末に
通し、暗証番号を入力するだけで口座振替の手続き
が完了する申請方法を追加することにより、口座振
替を強力に推奨していく方針とした。
　その他には、スマホ専用アプリを用いた収納につ
いても増収の見込みがあり、チラシの配布を行って
いる。

②　時間外勤務が多い職員の対応のみで業務を済ま
せると職員にしわ寄せとなることから、必要があれ
ば人員を要求するなど検討し、職員の健康を害する
ことのないよう、時間外勤務の縮減に取り組むこ
と。

　保険料の納付について、収納率向上を目的として
現在多様な納付方法を行っているが、今後クレジッ
ト収納に向けて検討しているところである。検討に
あたっては、その効果及びリスクを十分に精査する
こと。
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２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　３月２５日

　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　誤りなく事務処理を進めるため、「チェックリス
ト」を活用し、起案者及び決裁ルートの上位者によ
る複数のチェックを徹底した。事務に関する知識不
足については「支出事務の要点」や「会計事務の手
引き」を活用し、職員の事務処理レベルの向上を
図った。
　また、事務処理上、発生しやすいミスについて周
知を図ることにより再発を防止し、適正な事務の実
施に努めた。

② 国民健康保険の短期被保険者証の発行手続きに
ついて【住民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　３年１２月１５日

　国民健康保険の短期被保険者証の発行に関して
相談に来た市民に対し、生活状況など詳細をしっ
かりと聞き取り、内容についての丁寧な説明対応
をすること。

　納付相談に来庁した市民に対しては、「滞納整理
の方針と内部基準」に基づき、生活状況の聞き取り
を行い、必要に応じて証交付も可能としている。改
めて、監査での意見について、保険料収納室会議に
おいて説明し、再度、短期被保険者証の発行に関し
ては、丁寧な説明対応を行うことについて、室員と
情報共有を行った。

③ 糖尿病性腎症重症化予防について【有効性の視
点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　糖尿病性腎症重症化予防は、糖尿病未治療者、治
療中断者への受診勧奨及び血糖コントロール不良者
への保健指導を地域の医療機関と連携して行い、重
症化の予防に努めている。
　令和３年度においては、三重県国民健康保険団体
連合会保健事業支援・評価委員会のワーキンググ
ループに参加し意見交換を行った。今後は、他の自
治体等の情報を収集・研究し、医師会と連携を図り
ながら、糖尿病性腎症の重症化予防のさらなる推進
に努めていく。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　県単位の研究としては、令和４年度は、三重県糖
尿病対策推進会議に参加した。県内の自治体(鳥羽
市、川越町、大台町、津市）が実施状況の発表を行
い、事業実施の課題を持ち寄り、三重県医師会の専
門医も交え、評価や問題点に係る意見交換を行っ
た。また、全国的な情報としては、国保新聞を始め
とした情報誌や厚生労働省のウェブサイトから情報
収集行うとともに、県や国保連合会とは会議や説明
会を活用して情報共有に努めている。本事業は策定
が義務付けられているデータヘルス計画において、
今後益々重要性が高まるため、これからも継続して
他市の事例を研究し、国の動向に注視しながら事業
に取り組むこととする。

　生活習慣病を起因として発症した糖尿病の患者へ
の保健指導や、未治療者等への医療機関での受診の
勧奨を行っている。重症化を予防するためにも、他
の自治体の事例等の情報を収集し、研究すること。
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④ 重複・頻回受診者訪問指導について【有効性の
視点】

【　措置済　】　　令和　４年　３月３１日

　重複・頻回受診者訪問指導を行っているが、引
き続き対象者にきめ細やかに指導をすることに
よって適正な受診につなげるよう努めること。

　重複・頻回受診者への訪問指導は、適正な受診行
動について保健指導を行うことで、被保険者の健康
悪化を防止し、適正受診を図っている。気軽に訪問
指導を受けてもらえるように、「訪問健康相談」と
して事業を行い、令和３年度は利用者数の半数以上
に改善がみられた。今後も委託業者と連携し丁寧な
指導に努める。

⑤　運営協議会費について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、書面開催１回、対面開催１回を行った。今
後は、新型コロナウイルス感染症の状況に応じて、
オンライン開催も含めた会議開催のあり方について
検討をしていく。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止
に配慮しながら、対面開催を２回を行い、委員報酬
を支払った。今後は様々な状況を想定し、対面開催
とオンライン開催のメリットとデメリットを考慮し
て、会議開催方法を検討する。

リスク発現の可能性があるもの

監査結果 対応状況

（２）職員配置のリスク（人数不足、意思疎通疎
外、不十分な引継ぎ）

【　対応状況　】　　令和　４年　９月３０日

　令和３年度に育児休業取得職員の代替として、保
険年金課、保険料収納室に１名ずつ正職員が配置さ
れたが、令和４年度には新たな育児休業職員があっ
た。年金係は正職員が２名で、年休の取得に苦慮し
ている状況は継続している。各係室は会計年度任用
職員を活用し、業務分担の見直しやＡＩ・ＲＰＡを
導入した業務の効率化等を進めている。保険料収納
室は令和４年７月から収納業務を一部委託事業化
し、職員の負担軽減を図っている。

【　対応状況　】　　令和　５年　３月３１日

　令和４年度は、業務に応じて、年金係に再任用職
員、管理係に正職員の保健師、保険料収納室に正職
員の配置を要求したが、確保されなかった。また、
育児休業取得者は６名となった。令和３年度に引き
続き、年金係は正職員が２名で、年休の取得に苦慮
している等、職員配置は厳しい業況にある。各係室
はＡＩ・ＲＰＡの導入業務の拡大を検討し、業務の
効率化を図っている。また、会計年度任用職員を活
用し、業務の平準化に努めていく。保険料収納室に
ついては、委託業務を増やす予定である。

　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、運営協議会は資料の送付により書面開催で
行われたため、委員報酬は支払われていない。今後
も様々な状況を想定し、オンライン等の開催などを
検討すること。

◆保健所等兼務、育児休業取得者が複数名在籍して
いるが、効率的な業務のための職場での工夫はなさ
れているか。

リスク発現の可能性（○予防策あり、△可能性あ
り、×発現）
△　各係・室でそれぞれ事務分担を考え、偏りなく
組織として業務に取り組めるよう工夫している。令
和３年度においては育児休業者の代替の正職員が保
険年金課、保険料収納室に1名ずつ配置された。管理
係は保健師が配属されたものの主事が減員となった
ことから庶務担当者の業務量が増加した。年金係は
正職員が２名のため、年休の取得に苦慮している。
保険料収納室は保険料の賦課をし、収納も行ってい
るため、職員数に対し業務量が多大である。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　措置済　】　　令和　４年　９月１５日

　異常な時間外勤務状況が令和２年度から続いて
いる。新型コロナウイルス感染症の発生状況に応
じた応援体制による職員の負担軽減や、効率的な
業務の進め方など、職員の健康を守る方法を探
り、時間外縮減のための取り組みを進めること。
また、公共交通機関が動いていない時間帯に帰宅
せざるをえない状況が生じた場合の手当ての必要
性も検討すること。

　全庁的な応援体制を構築するとともに、発生状況
に応じて期間付きで１か月を単位とした兼務職員の
増員をした。また、７月１１日からは最大２８ポス
トの派遣従事者を従事させて対応を行っていたが、
想定より感染者が増加したため最大を３３ポストま
でに増やし、職員の負担軽減を図っている。
　まずは、公共交通機関の手段がある時間に帰宅で
きるよう体制の整備を行った。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　９月１５日

　内部事務の基本的な部分で、事務処理誤りが見
受けられた。これは、職員の業務に関する知識不
足や単純なミスに加えて所属内でのチェック・牽
制体制が十分に機能していないことに要因があ
る。所属長は定められたルールに基づいた事務執
行の意識を職員に定着させるとともに、所属にお
いて発生しやすいミス等によるリスクを認識さ
せ、日常的に確認すべき事項を定型化して確認す
るなど、内部チェック体制を整備して、内部事務
管理の徹底を図ること。

　指摘事項の内容について情報共有し、課員全員に
改めて周知徹底を図った。チェックリストの活用を
含めた職員間のダブルチェックを継続して行い、ケ
アレスミスを防ぐよう努めた。

② 医療機関への立入検査について【住民福祉の向
上の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　９月１５日

　ア　医療機関への立入検査について、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止のため、厚生労働省か
らの通知に基づき、令和２年度は中止とし、令和
３年度は病院のみ書面で実施しているとのことで
ある。このような状況にあっても、毎年度見直さ
れる検査項目など、住民の健康を守るための医療
機関への情報共有を確実に行い、引き続き、適切
な医療が提供されるよう尽力すること。

　令和４年度は令和２年度以降に新規開設した診療
所の立入検査を行い、医療法やその他の法令の規定
に基づいて管理されているか確認し、指導助言を行
うとともに、新たな検査項目等の情報共有を行って
いる。
　病院の立入検査については、新型コロナウイルス
感染症の発生状況を鑑み、現地で行えるよう時期を
調整している。

令和３年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）
２　監査対象　　　　　健康福祉部　保健予防課
３　監査実施期間　　　令和　４年　２月　１日
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③ こころの相談業務について【有効性の視点・住
民福祉の向上の視点】

【　措置済  】　　令和  ４年　６月　２日

　こころの相談業務は、コロナ禍において、より
一層大切な分野となっている。新型コロナウイル
ス感染症への対応で業務がひっ迫している状況で
はあるが、電話がつながることで、一刻を争う精
神状態にある人の命が救われることがあるので、
相談を受ける体制の充実に努めること。

　会計年度任用職員（パートタイム常用）で精神保
健福祉士を採用し、主に来所、電話相談に従事して
もらっている。引き続き、相談体制の充実に努めて
いく。

④ 県の緊急医療情報システムについて【有効性の
視点】

【　措置済　】　　令和　４年　９月１５日

　各自治体が費用を負担しているが、よりよい活
用がなされるよう、県に対して意見などを伝えて
いくこと。

　市民等より救急医療情報システムについて、意見
をいただくことがあり、対応について問い合わせを
行ったり、委託元の三重県へ確認等を随時行ってい
る。
　また、システムの更新を見据えて県より意見聴取
があり、市としての意見を伝えた。

⑤ 新型コロナウイルス感染症関連の情報発信・情
報収集について【住民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　９月１５日

ア　感染症が疑われるような症状を呈した市民
が、どのような場合にかかりつけ医を受診すると
よいかなどがまだわかりにくいため、引き続き、
多くの市民の目に留まるような情報発信に努める
こと。

　四日市市ホームページのトップページで、感染が
疑われるとき、陽性となった人、関連情報の各バ
ナーを配置し、一目で必要なページが閲覧できるよ
うに変更した。発信する必要がある情報は、速やか
にホームページに掲載するとともに、内容によって
はチラシを配布する等の手段を活用し多くの市民の
目に留まるように努めた。

【　措置済　】　　令和　４年　９月１５日

イ　今後も新型コロナウイルス感染症の影響は続
くであろう中で、次々とウイルスに関する新しい
情報が発信されると考えられる。さまざまな方向
へアンテナを張り、すみやかな情報収集を行って
市民の疑問に答えられるように努めること。

　新型コロナウイルス感染症関連の様々な情報が発
信されている中で、広く情報を収集し、正確な情報
を速やかに市民に届けられるように、三重県との連
携を強化し、情報共有に努めている。

⑥ 感染症対応などに備える体制づくりについて
【住民福祉の向上の視点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　今回の新型コロナウイルス感染症で、初めて部局
内や他部署からの応援体制を構築することとなっ
た。応援体制や従事者の派遣を導入し、陽性者の発
生数に応じた全庁的な業務体制の計画書を作成し、
取り組んでいる。
　新型コロナウイルス感染症が終息した際には、今
回行った全庁的な体制の構築の良かった点や問題点
を検証し、そのノウハウを今後の災害時等の体制整
備の参考となるよう努める。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　陽性者の発生数に応じた業務体制の計画書作成や
これまでの対応を教訓に、業務の外部委託や派遣職
員等の活用により取り組んでいる。
　また、令和４年１２月に感染症法が改正され、新
たな感染症の発生・まん延に備えた予防計画の策定
が課せられた。保健所の人員体制の記載が必要なこ
とから、令和５年５月の新型コロナウイルス感染症
の感染症法上の位置付け変更を区切りとして、これ
までの対応を検証し、人員体制の整備の参考とする
ように努める。

　新型コロナウイルス感染症への対応業務において
他部署からの応援体制がつくられているが、今後
も、こうした状況が発生した場合に、健康福祉関係
などの業務経験がある職員を即座に組み込めるよう
な体制を整備しておくことが重要である。また、新
型コロナウイルス感染症が終息した際には、今回の
体制について全庁的に検証すること。
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⑦ 医療専門職の今後の有効活用について【有効性
の視点・住民福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　９月１５日

　現在、新型コロナウイルス感染症への対応業務
において看護師や保健師などの協力を得ている。
今後、新型コロナウイルス感染症が終息した後
に、こういった人材を有効に活用できるよう、医
療専門職を必要とする部局と協議しておくこと。

　現在、新型コロナウイルス感染症への対応業務を
行っている看護師の中には、病院勤務が長く、医療
安全管理や感染症対応の経験者もいる。そのような
看護師に今後病院立入検査に同行してもらい、市内
の医療機関の指導助言を行っていく予定である。さ
らに、庁内関係部署とも連携し、看護師・保健師人
材の有効な活用ができるように努めている。

⑧ 骨髄等提供支援について【有効性の視点・住民
福祉の向上の視点】

【　措置済　】　　令和　４年　７月２２日

　重要な制度であるにもかかわらず、情報が十分
に行きわたっていない。今後も啓発に力を入れ、
必要な人が必要な時に適切に活用できるよう体制
を整えること。

　新型コロナウイルス感染症発生により、街頭啓発
ができない状況であったが、今後は発生状況を考慮
し街頭啓発を行うとともに、広報に掲載して周知を
図っていく。

⑨　感染症診査協議会について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　９月１５日

　さまざまな感染症患者への入院勧告や就業制限
の措置の妥当性を担保するための感染症診査協議
会について、医療的観点からも人権的観点からも
その判断を行う重要な役割を担っているので、引
き続き十分に機能させること。

　感染症法において、委員の構成を感染症の医療や
法律に関する学識経験者等でその過半数は医師であ
ることと規定されている。引き続き、専門的な知識
をもつ医師や人権的な観点からも弁護士等で構成で
きるよう委員を任命し定期的に開催していく。

⑩　重要物品の有効活用について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　９月１５日

　感染症患者搬送陰圧装置について、陰圧装置自
体の使用が必要となる場合は、市内においては発
生していないものの、患者の希望によりストレッ
チャーとして使用することはある。引き続き、患
者の負担軽減となる場合など臨機応変に活用する
こと。

　感染症患者搬送陰圧装置について、健康危機管理
上、必要時に使用できるよう、保守点検を行ってい
る。また、毎年、搬送担当者を決めておくことや関
係部署を含めた訓練を行い緊急時に使用できるよう
にしている。
　引き続き、陰圧装置を使用しなくてもストレッ
チャーとして使用できることも可能であるため、陽
性者の身体状況に応じて積極的に活用していく。

リスク発現の可能性があるもの

監査結果 対応状況

（４）適正な支出事務が行われないリスク 【　対応状況　】　　令和　４年　９月３０日

　新型コロナウイルス感染症への対応のため、通常
業務より支出件数も増加し、金額も大きくなってい
る。件数が増加しても必ず職員間のダブルチェック
を行い、金額や債権者等に誤りがないか確認を行う
こととし、また後日書類のチェックを行い、補正が
必要な場合は、補正を行うように周知している。

【　対応状況　】　　令和　５年　３月３１日

　支出事務に関しては、チェック事項の一覧の使用
や職員間のダブルチェックについて、随時、課内で
注意を喚起している。
　なお、支出事務のみならず、適正な事務処理につ
いて課員間で声かけをし、誤りがあった場合は適正
に補正を行っていくこととしている。

◆令和２年度については新型コロナウイルス感染症
への対応も大きな要因だが、比較的金額の大きい支
出も多く、支出総額も大きい。特にコロナ禍の多忙
な環境の中で、支出事務において内部統制が働きに
くくなっていないか。

リスク発現の可能性（○予防策あり、△可能性あ
り、×発現）
×　細かい書類の不備や、支出事務における誤りが
散見された。しかし、事務処理後に気づいた誤りに
ついての訂正処理は適切に行っている。また、適正
な事務事業推進のためのチェック事項の一覧を作成
し、それを用いて決裁をチェックするなど、誤りを
防ぐ取り組みも行っている。
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（５）新型コロナウイルス感染症の影響により健康
危機管理の拠点としての通常業務に支障をきたすリ
スク

【　対応状況　】　　令和　４年　９月３０日

　指定難病の更新申請については、指定難病対応の
会計年度任用職員を３名雇用し、通常業務に支障が
でないように行った。また兼務職員に、常時新型コ
ロナウイルス感染症対応業務を担ってもらい、当課
職員が通常業務も行えるように業務配分の見直しを
行った。

【　対応状況　】　　令和　５年　３月３１日

　令和５年度、組織・機構の見直しに伴い、保健予
防課が担ってきた保健所機能全体の統括管理機能を
新たに設置する保健企画課へ移すことにより、保健
予防課の業務については、感染症と精神保健関連に
特化した現場の対応を行う。また、精神保健係の体
制を拡充し、申請が集中する繁忙期の業務が保健予
防係の感染症対応の支障とならないようにする。

◆保健所は、地域住民の健康を支える広域的・専門
的・技術的拠点と位置づけられる施設であり、人々
の命を守る重要な役割を担っている。新型コロナウ
イルス感染症への対応のため、保健所の業務は膨大
な量となり、全庁的に他所属からの応援体制がつく
られたものの、職員の負担は相当なものである。そ
のなかで、新型コロナウイルス感染症関連以外の業
務の執行に大きな影響を及ぼすことはないか。

リスク発現の可能性（○予防策あり、△可能性あ
り、×発現）
△　令和２年度は、例えば指定難病の更新申請につ
いて、一定の期間の分は一年間は申請しなくてもよ
いとする厚生労働省からの通知などにより、通常業
務の軽減が図られていたことで乗り切ることができ
た。しかし、令和３年度はそういった業務の軽減措
置がなく、申請時期などは相当ハードな状況であっ
た。新型コロナウイルス感染症への対応業務につい
ては、他所属の職員に兼務命令が発出されるなど、
応援の体制がつくられたが、通常業務については応
援の職員はいないため、保健予防課職員の負担は非
常に大きいものとなる。
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指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健
康を阻害するリスク

【　措置済　】　　令和　４年　９月３０日

　病気休暇や育児休業中の職員へのフォローアッ
プについては、職場全体でしっかりと行うように
心がけ、スムーズに職場復帰ができるような環境
づくりに努めること。

　病気休暇職員への対応としては、職員の病状把握
に努め、復帰直前には課長、担当係長、庶務担当が
直接体調などを確認するとともに、課内で業務を調
整するなど当該職員がスムーズに復帰できるよう努
めた。
　育児休業中の職員へは、休業前の係に配置するこ
ととし、急な休み等にサポートすることができるよ
うに係内業務の情報共有に努めている。また、折に
触れて課内の状況を伝え、スムーズな職場復帰がで
きるような環境づくりに努めている。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　内部事務管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　２月　９日

　内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処
理誤りが見受けられた。これは、職員の業務に関
する知識不足や単純なミスに加えて所属内での
チェック・牽制体制が十分に機能していないこと
に要因がある。所属長は定められたルールに基づ
いた事務執行の意識を職員に定着させるととも
に、所属において発生しやすいミス等によるリス
クを認識させ、日常的に確認すべき事項を定型化
して確認するなど、内部チェック体制を整備し
て、内部事務管理の徹底を図ること。

　適正な事務事業推進のためのチェックリストを見
直し、特に注意を要するところや、会計事務で注意
が必要と思われる個所の内容を抽出し、本監査終了
後、職員に周知を行った。
　また、決裁ルートにあたる職員に再度チェックリ
ストに基づき、発生しやすいミスについて情報共有
を行い、内部チェック体制を整備した。

令和３年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　健康福祉部　衛生指導課

３　監査実施期間　　　令和　４年　１月３１日
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② 専門職の人材確保と育成について【有効性の視
点】

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　コロナや希望者不在で、大学の進路説明会に過去
２年参加できていないが、１年間に複数回実施され
る四日市市の獣医師採用試験に対して、その募集要
項を衛生指導課窓口に配架したり、ホームページ上
で獣医師の仕事紹介動画撮影に協力するなど、人事
課や食品衛生検査所と連携を取りつつ、獣医師確保
に努めている。
　人事異動や人事交流については、個人の状況を勘
案しながら、将来を見据えた人事育成に努める。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　獣医師の人材確保のため、獣医学教育課程がある
大学へ、就職説明会などに機会をとらえて参加する
こととしている。今後も食品衛生検査所と連携し、
大学の就職説明会等に積極的に参加して３，４年生
などの職場見学やインターンシップを案内し、市の
採用試験の受験へつなげるなど、人材確保に努め
る。

【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　薬剤師や獣医師のキャリアアップを図るため、国
や県が開催する研修に積極的に参加を行っている。
　また、三重県では専門職を総務や企画など一般行
政の経験も積ませキャリアアップを図り、継続して
勤務できる職場環境づくりを行っていることから、
本市においても同様に一般行政を経験させること
で、継続して勤務できる職場環境づくりに努めてい
く。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　引き続き、薬剤師や獣医師のキャリアアップを図
るため、国や県が開催する研修に参加するための情
報収集を行い、研修会に参加した。
　今後も研修会に参加し、知識を深めるとともに、
積極的に他県市との情報交換を行い、キャリアアッ
プに努める。

③　動物愛護について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　６月　１日

ア　ＴＮＲ活動（※）の実施にあたっては、実施
する地域の理解が必要不可欠となっている。野良
猫などの問題をかかえる地域は市内にも多く存在
すると思われるので、ＴＮＲ活動のような仕組み
があることを地域に理解してもらうため、広く啓
発を行い、事業の展開を図ること。
※ＴＮＲ活動：飼い主のいない猫（野良猫）を捕獲

（Ｔ）、不妊手術（Ｎ）し、元の場所に戻す（Ｒ）活動

　いきいき出前講座のメニューに「動物（犬・猫）
との共生したまちづくり」を掲載し、その講座の中
でＴＮＲ活動についての周知を図るとともに、猫の
相談が寄せられた地域に対しては、自治会内の回覧
チラシを作成し回覧依頼を行った。

【　措置済　】　　令和　４年　７月２８日
イ　飼い主のいない猫の避妊去勢手術に対する補
助金額を令和２年度から従来の倍額に拡充したこ
とで、実際の手術件数が増加するなどの結果が出
ている。今後も、三重県や自治会、ボランティア
団体等の関係機関との意見交換などを通じ、より
効果的な取り組みを行うこと。

　市内の動物愛護ボランティア団体の協議会である
「四日市わんにゃん会議」と意見交換をおこなっ
た。

イ　薬剤師や獣医師は市役所内での配属先が限られ
ているなど、将来のキャリアアップが描きにくいと
いう現状がある。転職などを理由とした職員の早期
退職を防ぐためにも、食品衛生検査所等の専門職が
配置されている職場との知識・情報の共有や研修な
どは重要であり、こうした取り組みなどを通じて専
門職の職員が安心して勤務することができる職場環
境づくりに努めること。

ア　衛生指導課の業務は、薬剤師や獣医師が担う専
門的なものが多くを占めており、適正な業務執行の
ためには、こうした専門職の確保や人材育成が必要
である。同じように専門職が配置されている食品衛
生検査所ともしっかり連携を取りつつ、大学訪問な
どによる獣医師の確保に努めること。また、市立四
日市病院や食品衛生検査所といった所属との人事異
動や、三重県との人事交流を検討するなど、将来を
見据えた継続的な人材育成に努めること。

-102-



【　措置済　】　　令和　４年　４月　１日

ウ　飼い主のいない猫の避妊去勢手術に対する補
助金については、補助金の対象となるかどうかは
申請者からの申請に基づくものであり、実際に手
術が行われたかどうかの確認も行われていない。
対象となる猫の特定など実際には困難な点がある
ことは理解できるが、現在の実施方法における課
題などを把握し、必要に応じて改善を行うなど、
適正な補助金執行に努めること。

　飼い主のいない猫の補助金の申請時に、補助金の
対象となる猫の特徴をイラストや写真にて記入や添
付をしていたが、令和４年度から、さらに毛色や尾
の長さ等をイラストに書き込める資料に改善した。

【　措置済　】　　令和　４年　８月　１日

エ　多頭飼育に関する問題については、関係機関
と連携して細やかに対応することで解決へとつな
げることができているが、今後は地域の高齢化が
進むなかで新たな課題が生じることも想定され
る。引き続き状況に応じた対応に努め、市民の安
全安心を守ることができるよう取り組むこと。

　動物問題と社会福祉政策や動物虐待評価等の研修
に積極的に参加し、職員のスキルアップを図った。
また、相談事例毎に課内で情報共有を図り、保護課
など関係機関との連携につなげている。

【　検討中　】　　令和　４年　９月３０日

　マイクロチップ制度は法施行されたが、狂犬病予
防法の特例に参加するためには、登録手数料を徴収
する場合の事務取扱い方法などの課題があるため、
近隣自治体の状況を注視しながら、参加の有無を検
討している。なお、令和４年４月１日より、畜犬登
録申請書の様式を改正し、登録事項にマイクロチッ
プ識別番号を加え、システムでの管理を進めてい
る。

【　継続努力　】　　令和　５年　３月３１日

　マイクロチップの狂犬病予防法の特例制度に参加
による犬登録事務の効率化を目指し、行政改革プラ
ン２０２３の改革事項として位置づけを行った。ま
た、マイクロチップ制度に対応するため、畜犬登録
管理システムの改修を行った。引き続き近隣自治体
との情報収集や意見交換を行い、参加する方向で検
討している。
　

④　生活衛生について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　生活衛生施設の監視については、毎年対象施設を
抽出し実施している。関係組合と連携して各施設を
まんべんなく確認を行えるよう努めていく。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　生活衛生施設の監視については、関係組合と密接
に連携しながら、各生活衛生施設において、合計１
０８件の施設に立入監視を行った。

オ　犬猫の販売時のマイクロチップ登録が令和４年
６月以降に義務化されるが、畜犬登録業務とのワン
ストップ化など現状ではまだ課題がある部分も存在
するとのことである。マイクロチップの導入により
迷い犬や登録、予防注射の確認などをＩＣＴによっ
て管理できるというものであり、市もしっかりと活
用できるように取り組むこと。

　理容所、美容所等の監視を毎年対象施設を抽出し
て実施しているが、引き続き関係組合と連携しつ
つ、もれなく確認できるように取り組むこと。
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⑤　公用車の事故について【有効性の視点】 【　継続努力　】　　令和　４年　９月３０日

　公用車の運転については、朝礼時に所属長より事
故に関する注意喚起を随時行っている。職員も外出
時には管理職に運行目的を報告し、公用車の適正な
運転を行い、事故の防止に努めている。

【　措置済　】　　令和　５年　３月３１日

　公用車の運転については、朝礼時に所属長より事
故に関する注意喚起を随時行っている。管理職に運
行目的を報告し、公用車の適正な運転に努めた結
果、今年度は自動車事故は起きなかった。今後も注
意喚起と報告を行うことにより、公用車の適正な運
転を行い、事故の防止に努める。

⑥　充当財源について【有効性の視点】 【　措置済　】　　令和　４年　６月１７日

　衛生指導課の事業には、手数料収入などがその
他特定財源として財源充当されている。対象とな
る事業の数が多いことから、どのようなルールに
基づいて財源充当しているかを整理し、担当者の
変更にも対応できるよう努めること。

　令和３年度の決算時に、財源充当の割当を整理
し、一覧表にまとめて担当者の変更時にもわかりや
すい表示となるようにした。

リスク発現の可能性があるもの

　　　特になし

　公務中の運転については職員がリスクを認識する
とともに、所属長は事故に関する注意喚起を行うな
ど、公用車の適正な運転に努め、事故の防止を図る
こと。

-104-



指　摘

　　　特になし

意　見
１　想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

（２）職員配置におけるリスク 【　措置済　】　　令和　４年　５月２５日

①　獣医師の確保について
獣医科大学の卒業生からの人材確保が全国的な競
争により困難な状況のなか、本市への就職を希望
するようなインセンティブについても検討するこ
と。

　獣医科大学の卒業生が本市に職員として就職した
場合、業務において常に探求心や向上心をもてる様
研修会への参加や学会発表等をサポートする旨を獣
医科大学主催の就職説明会等で発信した。

【　措置済　】　　令和　３年１１月２７日

②　獣医師の人材育成について
本市における獣医師の人事配置については、食品
衛生検査所と衛生指導課に限られているが、職員
自身がキャリアデザインを描くことができるよう
な人材育成に努めること。

　より深く学びたいと希望する職員には研修会参加
等の支援、獣医職にとらわれない働き方を目指す職
員には他部署との調整、現在の枠を超えた獣医職の
人事配置の検討等働き方の選択肢を増やすことで職
員が多様なキャリアデザインを描けるよう努める。

２　３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果

意　見 措置（具体的内容）・対応状況

①　薬品の管理について【合規性の視点】 【　措置済　】　　令和　３年１１月２７日

　検査の試薬として薬品を保有しており、その中
には劇物も含まれている。事故の起こらないよ
う、引き続き、適正な管理を行うこと。

　薬品は鍵の掛かる保管庫で管理しており、特に毒
劇物の保管庫の鍵は区分責任者が管理している。薬
品は使用毎に台帳に記録し、試薬管理担当者が毎月
残量確認を行っている。

② 衛生検査部門の施設整備について【有効性の視
点】

【　措置済　】　　令和　４年　３月　１日

　現在、衛生検査は、三重県四日市庁舎を借用し
て業務を行っており、市独自施設の整備を検討し
ているが、計画策定に当たっては、グランドデザ
インをしっかり描くとともに、業務に携わる現場
レベルでの考え方を明確な形として示すこと。

　病原体等の封じ込めが可能な設備を有すること
で、漏出による市民への感染を防ぎ、検査において
は担当技師が感染しない施設を整備していく。令和
４年度に地質調査、基本設計、令和５年度に実施設
計、令和６～７年度に建築工事、令和８年度に供用
開始する。

③ 職員のメンタルヘルスケアについて【有効性の
視点】

【　措置済　】　　令和　４年　４月　１日

　職務上のストレスが原因で体調を崩す職員に対し
ては、きめ細やかに対応を行い、職場復帰をサポー
トすること。

　療養後は本人が希望している部署へ異動して、問
題なく働いている。
　職務上のストレスが原因で体調を崩している職員
に対しては、職場復帰を目標としたヒアリングを積
極的に実施していく。また職員間でお互いに理解し
支えあい相互に助け合う職場の雰囲気作りをしてい
く。

令和３年度　定期監査の結果（指摘・意見・リスク発現の可能性があるもの）に基づく
措置状況等の報告

１　監査の種類　　　　定期監査（財務監査・行政監査）

２　監査対象　　　　　健康福祉部　食品衛生検査所

３　監査実施期間　　　令和　３年１１月２６日
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リスク発現の可能性があるもの

　　　特になし
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